
第１章
産業連関表からみたアジアにおける機械
産業の国際競争力

１

―日本、韓国、タイを中心に―

はじめに

戦後、日本経済は成長の牽引車となる産業を次々と変化させながら高い成長率を達成してき

た。１９５０年代は日本経済は繊維産業により牽引されてきたが、その後、発展途上国のキャッチ

アップや先進国の保護政策の中で繊維産業は国際競争力を失い、リーディング産業としての役

割を低下させた。１９５０年代後半に入ると、それまで日本政府が行ってきた市場対策としての輸

入制限、技術振興対策としての外国技術導入政策などが奏功したことにより、機械産業の競争

力が向上し、繊維産業に変わる産業として機械産業が重要な位置を占めるようになった。これ

以降、今日まで機械産業はその時々によって産業内でリーディング産業を変化させながら、日

本の経済成長を牽引する役割を担ってきた。しかし、近年これら機械産業についてもアジア諸

国からのキャッチアップが進み、日本の国際競争力は低下しつつあると言われている。そこで

本章では、実際にアジア諸国の日本へのキャッチアップは進んでいるのか、アジア諸国と日本

の技術水準の差はどれほどであるのかなどについて、産業連関表を使って定量的に分析する。

なお本章では分析対象国として、アジア諸国の代表として NIEsから韓国を、ASEANからは

タイを選び、日本、韓国、タイについて比較分析を行った。

本章の構成は以下の通りである。第１節でまず日本、韓国、タイの産業構造を概観し、第２

節で各国の技術水準を指標化する。続く第３節では各国産業の国際競争力を計測し、おわりに

では、分析で得られた結果をまとめる。

１ 産業連表の三角化のためのプログラム作成と実行はアジア経済研究所野田容助氏によって行われた。

ここに記して感謝いたします。
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第１節 三角行列からみた産業構造変化

１． 産業連関表の三角行列化

本節では、分析対象各国の産業構造変化を観察するため、産業連関表の三角化を行った。各

国で作成されている産業連関表は第１次産業から第３次産業の順で産業が任意に配列されてお

り、配列方法に決まりはない。このように配列された産業連関表の取引構造は複雑で、産業連

関表を一見しただけでは産業構造の特徴を把握することは難しい。そこで、産業構造の特徴を

より簡単に把握するため、ここでは「三角化」という手法を用いて産業連関表の再構成を行う。

三角化は産業連関表の配列を最終財産業、中間財産業、基礎素材産業の順で並べ替え、産業連

関表の対角線下に取引を集めるようにする手法である。これによって産業間の取引構造は単純

化され、産業構造の変化をより鳥瞰的に観察することを可能にする。

三角化による産業構造変化はこれまで多くの研究が行われてきた。その代表的な研究として

Simpson and Tsukui［１９６５］があげられる。彼らは三角化された産業連関表を用いて国際間

での産業構造変化を比較し、各国間で産業構造に類似性があることを発見した２。また新飯田

［１９７８］は、三角化された産業連関表を金属関連産業ブロック、中間財産業ブロック、基礎素

材産業ブロックに分けたとき、先進国型経済では多くの部品を使って財の生産が行われるよう

な金属関連産業ブロックの比重が大きく、結果、経済全体で迂回生産の程度が高くなり、産業

間の相互依存取引が大きくなることを指摘している。一方途上国型経済では迂回生産の程度が

低くなり、産業間の相互依存取引が少なくなる。また新飯田は迂回生産の程度が高い産業とは

高度な技術を要する産業であり、迂回生産の程度の高さは、すなわち産業の技術水準を表して

いることもあわせて指摘している。本章では、日本、韓国、タイの産業連関表から国内取引の

みを用いて三角化することで、各国の国内産業構造を比較し、各国がどの時点で先進国型の産

業構造を持ち始めるようになったのかを明らかにする。なお、三角化は一般的に投入係数表を

用いるが、今回は取引額表を用いて行った３。投入係数表を用いた場合、産出額はすべての産

業で同一だと考えられるが、取引額表を用いた場合は、投入係数表に各産業の取引額を乗じた

ものになる。取引額表で三角化した場合、投入係数表で三角化した場合に比べて、取引額が大

２ Simpson and Tsukuiでは、１９４７年の米国の産業構造と１９５５年の日本の産業構造が多くの類似性を持

つことが示された。
３ 投入係数を用いて三角化した結果と取引額表を用いて三角化した結果の違いについては、内田［２００３］

「産業連関表の三角化から捉える産業構造―アジア国際産業連関表への応用―」（中村純・荒川晋也編

『国際産業連関―アジア諸国の産業連関構造―（Ⅱ）』、AIOシリーズ No．６２）を参照されたい。
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きい産業はヒエラルキーの上位に位置し、取引額が小さい産業はヒエラルキーの下位に位置す

る傾向がある。このことから、取引額表を用いた三角化の場合、産業の規模を考慮した三角行

列が観測できると考えられる。

２． 三角化のアルゴリズム、使用データ、部門分類

三角化は、福井［１９８７］を参考にして野田［２００３］によって作成されたアルゴリズムに従っ

て行われた。産業連関表の三角化は、前述したように最終財産業、中間財産業、基礎素材産業

の順に配列することで形成される。しかし、本章では産業連関表を主対角線下側が最大になる

ようにプログラムを設定し、部門の配列を行った。そのため、表の配列は必ずしも最終財産業

から基礎素材産業へと行われていないことに注意されたい。

分析に使用したデータは、各国政府あるいは中央銀行から発行されている産業連関表の国内

取引部分を用いた。詳細は以下のとおりである。

日本：通商産業省編『昭和２６～６０年産業連関表（４６部門表）（昭和２６年，３０年，３５年，４０

年，４５年，５０年，５５年，６０年）』通商産業省大臣官房調査統計部統計解析課。

なお１９５１年から１９８５年までのデジタル化された産業連関表は競争型のみであり、

国内取引部分は入手できなかった。今回分析に用いた日本の国内取引額表は、

競争型の表から輸入係数を用いて筆者が推計したものである。

韓国：Bank of Korea, 1975, 1980, 1985, 1990 Input−Output Table,Korea : Bank of Korea.

タイ：NESDB, Input−Output Table of Thailand 1985, 1990, 1995, Office of the National

Economic and Social Development Board, Thailand : Office of Prime Minister.

今回の分析では、分析対象は国間、時点間にまたがっている。各国で作成された産業連関表

は各国・各時点ごとに部門分類が異なっているため、比較分析する際には部門を統一する必要

があった。本章では、部門分類が最も粗い日本の１９５１年の産業連関表に部門を統一し、４６部門

分類とした４。本分析で使用した部門分類は章末付表に示している。なお今回の分析では製造

業の産業構造を捉えることを目的としている。従って、上記の４６部門で三角行列を作成し、そ

の後、製造業部分だけを取り出した。また、分析では取引額を用いた三角化を行ったため各産

業の取引間のマス目には大きな値が入っており、産業構造を単純化したにもかかわらず、その

視覚的な把握は難しい。そこで今回、三角化された産業連関表を示す際には、見やすさを考慮

して一定の基準を用いて指標化を行った。その基準は、取引額が４２６万ドル未満を空白とし、

４２６万ドル以上１２７８万ドル未満を・、２１３０万ドル未満を－、２９８２万ドル未満を＋、３８３４万ドル

未満を＊、４６８６万ドル未満を○、８５２０万ドル未満を◎、８５２０万ドル以上を●としている５。こ

４ 各国の部門統合のためのコンバーターは筆者が保有している。必要な場合は筆者に請求されたい。
５ １９８５年の対ドル為替レートを用いて計算した。

第
１
章

産
業
連
関
表
か
ら
み
た
ア
ジ
ア
に
お
け
る
機
械
産
業
の
国
際
競
争
力
―
日
本
、
韓
国
、
タ
イ
を
中
心
に
―

７



の基準では、経済の規模が大きくなるほど、●が増え、経済の規模が大きくなる過程もあわせ

て観察することができる６。

３． 国別分析

ここでは、産業連関表の国別分析を行い、日本、韓国、タイがいつ先進国型の産業構造を持

ち始めるようになったのか、また各国各時点の技術水準はどのようなものであったかを明らか

にすることを試みる。各国が先進国型の産業構造を持ち始めるようになった時期、すなわち先

進国型産業構造の原型を三角化された産業連関表から決定するには、何らかの仮説が必要とな

ろう。ここでは先進国型産業構造の原型の完成は、①金属関連産業７特に一般機械（１９）、自動

車（２５）、その他の輸送機械（２６）の迂回生産の程度が高まること、つまり金属関連産業の対角線

下側が埋まり、金属関連産業間の相互依存取引が大きくなること、②自部門投入が十分な大き

さになること８の２つの条件を満たしたときに達成されたとする。

�１ 日本の産業構造

表１では、１９５１年から１９８５年の三角化された産業連関表を示している。表１から上記２条件

に当てはまるような構造をもつ三角行列を探してみよう。１９５１年は、経済の規模は小さく、三

角行列の対角線下側は空白か最も小さい指標が大部分を占めている。自動車産業（２５）、その

他輸送機械産業（２６）の迂回生産程度は低く、これらの産業の技術水準が低いことが分かる。

また産業の米と称され、経済の初期段階でまずその供給量の充足が図られる鉄鋼（１６）も、供

給能力は小さく、自動車産業やその他輸送機械産業への供給は多くない。１９５５年の三角行列か

らは、経済規模が１９５１年に比べて拡大し、三角行列の対角線下側が埋まってきており、迂回生

産が進展していることがわかる。特に自動車産業や一般機械産業の対角線下側の「埋まり」か

ら産業連関の密度が高まっていることは明らかであり、技術水準が向上していることがわかる。

また鉄鋼の供給能力も拡大し、金属関連産業への十分な量の供給が行われている。しかし、金

属関連産業間、特に自動車、その他輸送機械産業への一般機械の供給能力をみると、自動車産

６ ただし、インフレ率も含んだ規模の増大であることに注意されたい。
７ 金属関連産業とは、以下１２部門を指す。鉄鋼（１６）、非鉄金属（１７）、金属製品（１８）、一般機械（１９）、事

務用サービス機器（２０）、民生用電気機械（２１）、電子・通信機械（２２）、重電機器（２３）、他の電気機械・

部品（２４）、自動車（２５）、他の輸送機械（２６）、精密機械（２７）。
８ 分析は、４６部門という比較的粗い部門で行われている。例えば「自動車産業」として分類されている

産業には、より細かい部門分類で見た場合、自動車の車体を生産する産業、部品産業などが含まれて

おり、４６部門分類の「自動車産業」は自動車関連産業の集合体となっていることが分かる。このこと

から４６部門分類で自部門投入が増えるということは、細分類で考えたときには、自動車関連産業の相

互依存取引が増大したと考えられることから、この基準を設定した。
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業ではその規模は十分に大きいが、その他輸送機械産業では依然小さいことがわかる。１９６０年

をみると、全ての取引が増大し、自部門取引も拡大している。また鉄鋼の金属関連産業への供

給拡大も注目される。一方で金属関連産業間の取引をみると、一般機械の供給がまだ十分では

ないことがわかる。１９６５年には自部門投入が十分な大きさに達しており、迂回生産の程度も益々

高まっている。また一般機械産業は、主要な金属関連産業へ供給を行っていることから、１９６５

年の三角行列は先進国型産業構造の原型完成のための２条件を満たしており、日本の産業構造

は１９６５年に先進国型の原型を完成したということができるであろう。その後、１９８５年まで経済

規模は拡大し、産業連関の密度が高まり生産のための国内技術水準を上昇させていることが１９７０

年以降の産業連関表より明らかである。

�２ 韓国の産業構造

表２では、１９７５年から１９９０年の韓国の三角化された産業連関表を示している。１９７５年は産業

の規模は小さく、金属関連産業の取引は小さい。目立った取引があるのは、食料品産業（６）、

繊維製品産業（７）、化学製品（１１）などである。１９８０年に入ると取引規模は一気に増加し、特に

鉄鋼の供給能力の拡大、自動車、その他輸送機械の対角線下側の埋まりが顕著である。つまり

１９８０年に入って、韓国は自動車産業やその他輸送機械産業で技術水準を上昇させたと見ること

が出来る。しかし、金属関連産業間の相互依存取引の規模はまだ小さく、この時期の経済構造

は発展途上国型であるといえるだろう。１９８５年に入ると金属関連産業の自部門間取引が増大し、

一般機械産業の供給量が増大した。その結果、自動車、その他輸送機械の金属関連産業との相

互依存取引も増大し、韓国の産業構造は、先進国型の原型へと変貌を遂げたと考えられる。ま

たこの時期、韓国は国民所得が増大したことによる内需の拡大と海外市場の開拓による輸出の

大幅な増加を経験しており、この点からも１９８５年の経済構造の先進国型への移行は明らかであ

ろう。１９９０年には、自部門間取引、金属関連産業の相互依存取引は益々拡大し、技術水準の向

上を達成していると考えられる。しかし日本の産業間相互依存の程度に比べると、韓国の産業

構造は１９９０年時点でもその迂回生産の程度は低い。日本の技術水準にキャッチアップするため

には、今後国内における迂回生産率を高め、相互依存取引を拡大することが必要となるであろ

う。

�３ タイの産業構造

１９８５年から１９９５年のタイの三角化された産業連関表を表３に示した。１９８５年のタイは、食料

品産業、繊維産業、窯業・土石産業などが主要な産業であった。自動車産業の国内での迂回生

産の程度は低く、この時期、タイ国内の自動車産業は低い技術水準にあったと考えられる。し

かし１９９０年に入って、タイの自動車産業は国内取引が増加し、迂回生産の程度が飛躍的に上昇

している。また全体的に取引の相互依存が拡大していることが分かる。１９９５年に入ると、自部
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門間投入がほとんどの産業で８５００万ドルを超え、自動車産業、その他輸送機械産業の金属関連

産業との相互依存取引も拡大した。このことから、タイの産業構造は、１９９５年に先進国型の原

型へと移行したと考えられる。またタイの産業の特徴として、鉄鋼の供給能力がそれほど大き

くないことが挙げられる。迂回生産の程度を見ると、１９９５年のタイでは、迂回生産はそれほど

高くはない。このことから、日本、韓国と比べてタイの技術水準は依然低いと考えられる。

以上から、日本、韓国、タイの産業構造が先進国型への原型へと移行した時期は、日本が１９６５

年、韓国が１９８５年、タイが１９９５年であるということが明らかとなった。しかし、本節では国内

取引のみを考慮しており、海外とのつながりについては考慮されていない。産業構造が先進国

型へ変化したとしても、投入財を海外に依存している場合、国内産業間の結びつき（産業間リ

ンケージ）は弱くなると考えられる。次節では、各国産業の国内リンケージと海外リンケージ

を考察し、それぞれの産業がどのような技術水準を持つのかを明らかにしたい。

第２節 産業間リンケージから見た産業構造変化の特徴

ある財を生産する場合に、中間投入財が多く迂回生産の程度が高いほど、その産業の技術水

準は高いとされる。例えば、自動車は生産のために多くの部品を必要とする産業であり、迂回

生産の程度は高く、高度な技術を要する産業だと考えられよう。しかし、生産を海外からの中

間財に依存している場合、輸入投入も含めた総合的な迂回生産の程度は高くなるが、国内だけ

で考えた場合、迂回生産の程度は低くなると考えられる。本節では、迂回生産の程度を「後方

連関効果」を使って計測し、各国の産業がどれほどの技術水準を持つのかを明らかにしたい。

「後方連関効果」とは、最終財に一単位の追加的需要が発生した場合、その需要を賄うために

経済全体で誘発される直接・間接の生産量を表す指標である。後方連関効果が大きいほど、迂

回生産の程度が高く生産のために高度な技術を要することを示している。本節では、桑森［１９９８］

を参考に輸入投入財を含んだ後方連関効果を「総合後方連関」と称し、国産品のみの後方連関

効果を「国内後方連関効果」、また国内後方連関効果を総合連関効果で割ったものを「国産率」

と称することとする。

表４は各国の後方連関効果の全産業平均値を示している。総合後方連関効果を見ると、どの

時点でも韓国が最も大きく、次いで日本、タイとなる。また１９９５年に限っては、タイは日本を

０．３９ポイント上回る値を示すなど、３国でその技術水準は同程度だと考えられる。しかし、国

内後方連関効果は、韓国に代わって日本が最も大きく、次いで韓国、タイの順となる。これは、

韓国、タイが投入財を海外に依存しながら財の生産を行ってきたことを示しており、国内の技

術水準は日本ほど高くないことを示している。例えば、総合後方連関効果では、１９９５年で日本
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の後方連関効果を凌駕していたタイであるが、国内だけで見ると、日本よりも０．６ポイントも

低くなり、日本の技術水準にかなり遅れをとっている。表４下段で示される国産率によると、

日本の国産率は１９６５年時点で９０％以上の割合を達成している。これは日本が中間投入財の９０％

以上を国内で調達可能であることを示しており、日本はフルセット型の産業構造をもつことを

意味する。一方韓国、タイの国産率は５０％－７０％と日本に比べて低い値を示している。しかし、

韓国は１９７５年から１９９５年にかけて国産率を約１０％も上昇させ、投入財の海外依存体質から抜け

出し、フルセット型経済構造を持ちつつあることがわかる。一方タイは国産率を１９９５年に入っ

て約１０％も低下させており、生産のための投入財調達をますます海外へ依存させていることが

わかる。

続いて各産業別の後方連関効果を見てみよう。ここでは、一般機械産業、電気機械産業、自

動車産業を取り上げる。表５、一般機械産業では、総合連関効果は平均すると韓国が最も大き

く、次いでタイ、日本となる。日本は１９８５年時点ですでに後方連関効果は３カ国の中で最も小

さく、１９９５年にはその値はさらに縮小している。しかし国内後方連関効果をみると、全産業平

均で見たときと同じく、日本が最も大きく、次いで韓国、タイとなる。タイの総合連関効果と

国内後方連関効果の差は大きく、国産率は１９９５年時点で５０％を割り込み、低い国内技術水準を

示している。これは、タイで一般機械産業に一単位の追加的需要が発生した場合、国内に止ま

るのは５０％にも満たず、タイでの追加的需要の内５０％以上が国内の生産ではなく、海外の生産

表４ 全産業平均 表５ 一般機械産業

後方連関効果（輸入投入を含む） 後方連関効果（輸入投入を含む）

日本 韓国 タイ 日本 韓国 タイ

１９６５ ２．５８７ ― ― １９６５ ２．５８１ ― ―
１９７５ ２．５６５ ２．９９０ ― １９７５ ２．５７４ ３．０９６ ―
１９８５ ２．５４４ ３．０１３ ２．４６３ １９８５ ２．４２１ ３．０７９ ２．６０２
１９９５ ２．３２２ ２．７０２ ２．７１２ １９９５ ２．２９１ ２．７８１ ３．０５２

後方連関効果（国産品） 後方連関効果（国産品）

日本 韓国 タイ 日本 韓国 タイ

１９６５ ２．３５０ ― ― １９６５ ２．３８４ ― ―
１９７５ ２．２３０ １．８６１ ― １９７５ ２．３３７ ２．００８ ―
１９８５ ２．２２０ １．９７５ １．６２９ １９８５ ２．２１７ ２．０６４ １．５４４
１９９５ ２．１１１ １．９３４ １．５３０ １９９５ ２．１４６ ２．０４０ １．５０７

国産率 国産率

日本 韓国 タイ 日本 韓国 タイ

１９６５ ０．９０９ ― ― １９６５ ０．９２４ ― ―
１９７５ ０．８６９ ０．６２２ ― １９７５ ０．９０８ ０．６４９ ―
１９８５ ０．８７３ ０．６５５ ０．６６１ １９８５ ０．９１６ ０．６７０ ０．５９３
１９９５ ０．９０９ ０．７１６ ０．５６４ １９９５ ０．９３７ ０．７３４ ０．４９４

（出所）各国の産業連関表より筆者作成 （出所）表４に同じ
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を誘発することを示している。日韓の国内後方連関をみると、日本は１９６５年から１９９５年にかけ

て徐々に後方連関効果を小さくしており、一方韓国では１９７５年から値はほとんど変わっていな

い。結果、１９９５年の両国における国内後方連関効果の差はわずかに０．１ポイントとなり、韓国

の技術水準が日本と同程度の技術水準を持つようになったことがわかる。また日本が国内後方

連関効果を下げているのは、日本の付加価値率が上昇したことが原因だと考えられる。以上の

ことから一般機械産業では、日本、韓国との技術水準にほとんど差はなく、タイは両国から遅

れた技術水準を持つと考えられる。

表６の電気機械産業では、総合連関効果は韓国、タイ、日本の順であるが、国内後方連関効

果は、日本、韓国、タイの順になる。１９９５年の国内後方連関効果からは、一般機械産業と同様、

韓国が日本にキャッチアップする一方、タイの技術水準は低いことが分かる。また国産率では、

日本が全時点を通じて９０％を越える値を示しており、国内に強いリンケージがあることを表し

ている。韓国は国産率を１９７５年から１９９５年にかけて約８％も上昇させ、国内における産業リン

ケージを強めている。一方、タイは反対に国産率を２０％も下げ、１９９５年に入って海外とのリン

ケージを強めており、部品を輸入して国内で組み立てを行い海外へ輸出するという特徴を持つ

電気機械産業のアセンブリー基地となっていることを示している。以上から電気機械産業では、

一般機械産業と同様に１９９５年に入って日韓の技術水準にほとんど差がなくなっていることがわ

表６電気機械産業 表７自動車産業

後方連関効果（輸入投入を含む） 後方連関効果（輸入投入を含む）

日本 韓国 タイ 日本 韓国 タイ

１９６５ ２．７０６ ― ― １９６５ ２．９４０ ― ―
１９７５ ２．４３８ ２．８０８ ― １９７５ ２．７２０ ３．０５９ ―
１９８５ ２．６０３ ２．８４６ ２．５０１ １９８５ ３．０２４ ３．０４１ ２．７７５
１９９５ ２．４５８ ２．７８９ ２．７５７ １９９５ ３．０３８ ２．９１２ ３．０５５

後方連関効果（国産品） 後方連関効果（国産品）

日本 韓国 タイ 日本 韓国 タイ

１９６５ ２．４９６ ― ― １９６５ ２．７３３ ― ―
１９７５ ２．２３８ １．９５６ ― １９７５ ２．５０２ １．９１７ ―
１９８５ ２．３８２ ２．０３６ １．８８１ １９８５ ２．７８９ ２．０５１ １．４３３
１９９５ ２．２５０ ２．１５１ １．５３１ １９９５ ２．８０１ ２．２３９ １．４２８

国産率 国産率

日本 韓国 タイ 日本 韓国 タイ

１９６５ ０．９２２ ― ― １９６５ ０．９３０ ― ―
１９７５ ０．９１８ ０．６９７ ― １９７５ ０．９２０ ０．６２７
１９８５ ０．９１５ ０．７１５ ０．７５２ １９８５ ０．９２２ ０．６７５ ０．５１６
１９９５ ０．９１５ ０．７７１ ０．５５５ １９９５ ０．９２２ ０．７６９ ０．４６７

（出所）表４に同じ （出所）表４に同じ
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かった。一方でタイは、国内の技術水準は低く、需要の海外への漏れも大きい。

表７は自動車産業の後方連関効果を示している。自動車産業は他の産業とは異なり、各時点

を平均した総合後方連関効果では、日本が最も大きく、次いで韓国、タイとなる。また韓タイ

でみると、１９９５年にはタイの総合後方連関効果が韓国のそれを０．１４ポイント上回っていること

がわかる。一方、国内後方連関効果は、日本、韓国、タイの順になる。１９９５年に韓国の総合連

関効果を上回ったタイであるが、国内後方連関効果を見ると、韓国に比べて０．８１ポイントも下

回り、韓国には及ばない。日本の国内後方連関効果をみると、他の産業では１９６５年から直近年

に近づくに従って後方連関効果を下げていたが、自動車産業では後方連関効果はほとんど変わ

らない。また他の産業では１９９５年には日韓の技術水準にほとんど差はなかったが、自動車産業

ではその技術差は大きい。また国産率をみると日本は全時点を通じて９２％を超え、国内で起こ

った需要のほとんどが国内に止まることを示している。一方韓国は１９８５年から１９９５年にかけて

国産率が大きく上昇し、国内後方連関効果からみる国内技術水準はこの２時点間で大きく上昇

してはいるものの、日本の水準にはまだ追いついていない。またタイは１９８５年から１９９５年にか

けて国産率は５０％を下回り国内での需要の半分以上が海外へ漏れることを示しており、この２

時点間で国内の技術水準も下げている。これは、国内で技術が上昇せず、しかし付加価値率は

上昇したことを表していると考えられる。以上から自動車産業は、日本が最も高い技術水準を

保持し、需要は国内にほとんどが止まることを示している。また韓国は１９９５年に入って国産化

率を上昇させ、国内での技術水準を上昇させていることが明らかとなった。

以上から、１９９５年時点ではほとんどの産業で日本と韓国は同じ技術水準にあることがわかっ

た。しかし、自動車産業だけは依然日本の技術水準が高い。国内で中間投入財の９０％以上を賄

える日本は、海外への輸出でも圧倒的な優位を保っていると考えられる。またタイは全ての産

業で後方連関効果は３国の中で最も低く、国内の技術水準は低く、海外への依存が高いことを

示している。

第３節 国際競争力指数

前節では、各国の技術水準が明らかとなった。本節では、各国でそれぞれの技術水準のもと

生産された財の国際競争力の計測を行い、各国各財の国際競争力を比較分析する。なお国際競

争力を計測する指標としては、Balassa［１９６５］によって提唱された顕示比較優位指数（RCA

９ 顕示対象比較優位指数（RSCA指数）は、以下のように求められる。

RSCA指数＝（RCA－１）／（RCA＋１）

RCA指数＝【（A国の�財の輸出額／A国の総輸出額）／（�財の世界輸出額／世界総輸出額）
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指数）がしばしば用いられるが、本節では顕示対象比較優位指数（RSCA）を用いる９。顕示対

象比較優位指数とは RCA指数を単調変換したもので、ローゼンはこの指数が比較優位を最も

よく表す指数であることを示した１０。RSCA指数は、マイナス１からプラス１までの幅を持ち、

マイナスであれば比較劣位を、プラスであれば比較優位を表す。また、一般的には比較優位指

数は対世界で計測されるが、本節では１９８５、１９９５年の２時点のアジア国際産業連関表を計測に

用いており、比較優位はアジア国際産業連関表の内生国（中国、インドネシア、日本、韓国、

マレーシア、台湾、フィリピン、シンガポール、タイ、米国）に対して求められた。

表８から１０は最終消費財産業の各国 RSCA指数を示している。表８一般機械産業は１９８５年

では日本のみが比較優位を有しており、日本以外の国は軒並み比較劣位にあった。比較劣位に

１０ 経済企画庁調査局『日中韓三国間の経済関係強化に向けた課題―貿易投資の現状評価と自由化の効

果―』政策効果分析レポート No．５、p．７。

表８ 一般機械産業 表９ 電気機械産業

１９８５ １９９５ 変化率（％） １９８５ １９９５ 変化率（％）

中国 －０．８５０ －０．２９２ ６６ 中国 －０．８７７ －０．１３６ ８５
インドネシア －０．９７２ －０．８８１ ９ インドネシア －０．９４１ －０．６９７ ２６
日本 ０．２４９ ０．２６０ ４ 日本 ０．１１０ ０．０３９ －６５
韓国 －０．５５６ －０．２８０ ５０ 韓国 ０．０６３ ０．１１０ ７６
マレーシア －０．８４５ －０．５５０ ３５ マレーシア －０．００７ ０．２０７ ３２２９
台湾 －０．１４８ ０．０５５ １３７ 台湾 ０．０６６ ０．０７０ ６
フィリピン －０．８５０ －０．８４３ １ フィリピン ０．０１１ －０．２７６ －２５２１
シンガポール －０．１４４ －０．４２６ －１９５ シンガポール ０．２９６ ０．３２３ ９
タイ －０．６０８ －０．６８３ －１２ タイ －０．３２６ ０．０６４ １２０
米国 －０．０７６ ０．０２６ １３４ 米国 －０．１０５ －０．１５１ －４４

（出所）アジア国際産業連関表（１９８５，１９９５）より筆
者作成

（出所）表８に同じ

表１０ 自動車産業

１９８５ １９９５ 変化率（％）

中国 －０．９９１ －０．８２２ １７
インドネシア －０．９９８ －０．９３６ ６
日本 ０．３９４ ０．４１７ ６
韓国 －０．９３９ －０．３３２ ６５
マレーシア －０．９８７ －０．９１０ ８
台湾 －０．９２５ －０．６６２ ２８
フィリピン －０．９４４ －０．８６５ ８
シンガポール －０．９４０ －０．９５３ －１
タイ －０．９７９ －０．８９６ ８
米国 －０．８９５ －０．３３４ ６３

（出所）表８に同じ
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ある国々の中で劣位の程度が低いのは台湾、シンガポール、米国で、劣位の程度が高いのは中

国、インドネシア、マレーシア、フィリピンなどである。１９９５年に入ると、ほとんどの国で比

較優位指数は上昇した。特に中国の増加は顕著であり、RSCA指数は対１９８５年比６６％も増加し

ている。また台湾、米国は RSCA指数がマイナスからプラスへ転じ、観測期間で国際競争力

を大きく上昇させた。一方、シンガポール、タイの RSCA指数は減少しており、両国の国際

競争力はより比較劣位に傾いた。また日本は観測期間を通じて比較優位を示しており、他国の

キャッチアップはあるものの、一般機械産業での強い国際競争力を示している。次に電気機械

産業（表９）を見てみよう。電気機械産業では１９８５年時点ですでに５カ国（日本、韓国、台湾、

フィリピン、シンガポール）が比較優位にあり、最も大きい値を示しているのはシンガポール

（０．２９６）である。１９９５年にはマレーシア、タイが比較劣位から比較優位へ変化し、比較劣位に

ある国も、前時点に比べて値が０に近づき、アジア諸国全体が国際競争力をつけつつあること

がわかる。一方で日本、米国は RSCA指数を下げており、国際競争力を失う傾向にあること

がわかる。しかし、表１０で示される自動車産業の RSCA指数からは、自動車産業においては、

日本は観測期間を通じて「一人勝ち」のような状況であることが読みとれる。１９８５年は、日本

以外の全ての国で自動車産業の RSCA指数はマイナス１に限りなく近く、高い程度の比較劣

位にあり、比較優位にあるのは日本だけである。１９９５年には韓国（６５％）、米国（６３％）、台湾

（２８％）が大きな伸びを示しているが、依然 RSCA指数はマイナスである。また日本は１９９５年

には RSCA指数をさらに増加させており、この地域内で圧倒的な比較優位にあることが分か

る。

以上から日本は観測対象である全ての産業で、観測期間を通して他のアジア諸国に対して比

較優位にあり、国際競争力を持つことが分かった。特に自動車産業における日本の国際競争力

は圧倒的ともいえるだろう。また一般機械産業でも日本の国際競争力は最も強いが、台湾、米

国なども RSCA指数はプラスに転じ、国際競争力をつけてきていることが明らかとなった。

一方で、電気機械産業では国際競争力を徐々に失いつつあり、マレーシアやシンガポールのプ

レゼンスがこの地域で台頭してきている。このことから、日本と他のアジア諸国との間では、

得意な産業に特化する棲み分けが始まっていると考えられるのではないだろうか。

おわりに

本章では、日本、韓国、タイの三角化された産業連関表から各国の産業構造変化を捉え、産

業構造の先進国型経済構造への転換時期を明らかにし、また各国の産業の技術水準と国際競争

力の計測を行った。その結果は以下のようにまとめられる。

① 産業構造は、日本は１９６５年、韓国は１９８５年、タイは１９９５年に途上国型経済構造から先進国
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型経済構造の原型へと転換した。

② 各産業の技術水準は輸入投入を含んだ場合、その差は１９９５年にはほとんど無くなり、技術

のキャッチアップが進んでいることが分かった。しかし、国内投入だけで技術構造を見ると、

日韓の差は小さいが、タイの技術水準が大きく遅れをとっていることが明らかになった。ま

た、日本は国産率がどの産業でも９０％以上なのに対して、韓国は７０から８０％、タイは５０％前

後と、韓国とタイは海外の技術に依存していることが示された。

③ 国際競争力を比較すると韓国や台湾のキャッチアップはあるものの、日本は比較優位にあ

り、この地域で強い国際競争力をもつことが分かった。特に日本の自動車産業は強い比較優

位を持ち、１９８５年から１９９５年にかけて国際競争力を上昇させているのは注目される。

以上の結果から、日本は早い時期に完成した産業構造を利用して、１９９５年まで常に高い国産

率、高い技術水準、高い国際競争力を保持してきたことが明らかとなった。しかし１９９７年７月

にアジア諸国で発生した通貨危機以降、アジア諸国における産業構造は大きく変化したと考え

られる。韓国や中国では、為替が下落したことにより低価格での輸出が可能となり、自動車産

業などが国際競争力を持つようになった。このような状況から９５年まで圧倒的な国際競争力を

持っていた日本の自動車産業は、１９９７年以降周辺諸国のキャッチアップにより、その競争力を

低下させていると考えられる。１９９５年以降の産業構造変化については、２０００年国際産業連関表

の完成を待って検証してみたい。 （内田 陽子）

参 考 文 献

桑森啓［１９９８］「高度化する産業構造」（佐野敬夫・長田博編『検証：深まる東アジアの国際産

業リンケージ』、トピックレポート、アジア経済研究所）

通商産業省重工業局編［１９６０］『日本の機械工業―その成長と構造― Ⅰ 総論』日本重工業

研究会

新飯田宏［１９７８］『産業連関分析入門』東洋経済新報社

野田容助［２００３］「産業連関表における三角化の近似的解法」（中村純・荒川晋也編『国際産業

連関―アジア諸国の産業連関構造―（Ⅱ）』AIOシリーズ No.６２、日本貿易振興会アジア経済

研究所）

福井幸男［１９８７］『産業連関構造の研究―生産技術とハイアラーキ』啓文社

Simpson, D. and J. Tsukui［１９６５］, “The Fundamental Structure of Input-Output Tables, an

International Comparison,” Review of Economics and Statistics, Vol．４７（４）, Nov.１９６５

Balassa, B.［１９６７］, Trade Liberalization among Industrial Countries : Objectives and alternatives, New

York : McGraw-Hill,１９６７

２０



参 考 資 料

通商産業省編『昭和２６～６０年産業連関表（４６部門表）（昭和２６年，３０年，３５年，４０年，４５年，５０

年，５５年，６０年）』通商産業省大臣官房調査統計部統計解析課、１９９１年。

総務庁他編『平成７年［１９９５年］産業連関表』総務庁、１９９９年。

Bank of Korea［１９７８］, 1975 Input−Output Table, Korea : Bank of Korea

Bank of Korea［１９８３］, 1980 Input−Output Table, Korea : Bank of Korea

Bank of Korea［１９８８］, 1985 Input−Output Table, Korea : Bank of Korea

Bank of Korea［１９９３］, 1990 Input−Output Table, Korea : Bank of Korea

Bank of Korea［１９９８］, 1995 Input−Output Table,Korea : Bank of Korea

IDE［１９９２］Asian International Input−Output Table 1985, IDE SDS series No．６５, Japan : Institute

of Developing Economies, September１９９２．

IDE［２００１］Asian International Input−Output Table 1995, IDE SDS series No．８２, Japan : Institute

of Developing Economies, Japan External Trade Organization, March２００１

NESDB［１９８９］, Input−Output Table of Thailand 1985，Office of the National Economic and Social

Development Board, Thailand : Office of Prime Minister

NESDB［１９９６］, Input−Output Table of Thailand 1990，Office of the National Economic and Social

Development Board, Thailand : Office of Prime Minister

NESDB［２０００］, Input−Output Table of Thailand 1995，Office of the National Economic and Social

Development Board, Thailand : Office of Prime Minister

付表

＜４６部門分類＞

１．農業

２．林業

３．漁業

４．鉱業

５．石炭・石油・天然ガス

６．食料品

７．繊維製品

８．製材・木製品・家具

９．パルプ・紙・紙加工品

１０．出版・印刷

１１．化学製品

１２．石油・石炭製品
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１３．プラスチック製品

１４．ゴム製品

１５．窯業・土石製品

１６．鉄鋼

１７．非鉄金属

１８．金属製品

１９．一般機械（原動機・ボイラー、運搬機械、鉱山・土木建設機械、金属工作機械、金属加工

機械、農業機械、鋳造装置など）

２０．事務用サービス機器（事務用機械、サービス用機械、自動販売機、娯楽用機器など）

２１．民生用電気機械（電気音響機械、同部品、ラジオ、テレビなど）

２２．電子・通信機械（電子計算機、電気通信機器、電子応用装置）

２３．重電機器（回転電気機器、発電機器、電動機、送電機器など）

２４．他の電気機械・部品

２５．自動車（自動車、二輪自動車、自動車用内燃機械・同部分品など）

２６．他の輸送機械（船舶、船舶内燃機械、鉄道車両、航空機、自転車など）

２７．精密機械（光学機械、時計、理化学機械器具、分析機、医療用機械器具など）

２８．その他製造業

２９．建設及び建設補修

３０．土木建設

３１．電力・ガス・熱供給

３２．水道・廃棄物処理

３３．商業

３４．金融・保険

３５．不動産

３６．運輸

３７．通信・放送

３８．公務

３９．教育・研究

４０．医療・保険・社会保障

４１．民生非営利団体

４２．対事業所サービス

４３．機械修理

４４．対個人サービス

４５．事務用品

４６．分類不明
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